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はじめに 

 三原リージョンプラザ（以下「リージョンプラザ」という。）及び三原市武道館（以下「武

道館」という。）は，「三原市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例」等に基

づき，指定管理者による管理運営を行っております。 

 令和３年３月31日で指定管理期間が終了するため，令和３年４月１日から管理運営を行

う指定管理者の募集を行います。 

 

１ 基本となる管理運営指針 

 (1) 管理運営の留意点 

 リージョンプラザは，三原広域市町村圏の三原市及び世羅郡世羅町の文化，スポー

ツの増進に資するため昭和59年の開館以来，地域の文化・スポーツの団体との緊密な

連携のもと，住民の文化・スポーツの意識の高揚に係る各種スポーツ等事業を実施し

てきました。 

 武道館は，武道の普及振興を図ることを目的とし，平成26年３月に現在地に移転新

設されました。 

したがって，次に示す項目に留意し，管理運営に努めてください。 

ア 市民の日常的な文化・スポーツ活動を推進し，利用の活性化を図ってください。 

イ 利用者のニーズを的確に捉えるとともに，利用の公平性，透明性に配慮した運営

を行ってください。 

ウ 自由な発想で，自主事業を積極的に実施し，施設の稼働率を高めてください。 

エ 環境負荷の軽減などに努める等，効率的な運営を図ってください。 

オ 一流の文化活動，スポーツ競技の誘致や，一流の文化人，スポーツ選手の招聘な

どに努めてください。 

 

２ 施設の概要 

(1) 施設名称及び位置 

ア 三原リージョンプラザ 三原市円一町二丁目１番１号 ほか 

イ 三原市武道館     三原市円一町二丁目７番１号 

(2) 面積，構造など 

 ア リージョンプラザ 

 本館部分 南館部分 

敷地面積 12,700 ㎡ 1,067.20 ㎡ 

延床面積 13,099 ㎡ 1,260 ㎡ 

構造 鉄筋コンクリート・鉄筋鉄骨コン

クリート造一部鉄骨造（地下１

階，地上３階建） 

鉄筋コンクリート造２階建 

竣工 昭和59年5月17日 昭和59年11月12日 
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 イ 武道館 

延床面積 1,276.74 ㎡（武道館部分のみ） 

構造 鉄骨鉄筋コンクリート造 地上４階（１・２階部分武道館） 

※三原市立南小学校屋内運動場との複合施設 

（小学校屋内運動場・武道館・放課後児童クラブ） 

竣工 平成26年３月1日 

(3) その他 

ア リージョンプラザは，三原市地域防災計画において「一時避難所」及び「避難所」

に指定されています。また，三原市選挙管理委員会から「投・開票所」として指定

されることがあります。 

  武道館は三原市地域防災計画において「避難所」に指定されています。 

イ 施設については，図面（P.34～39）を参照してください。 

 

３ 運営（利用実績）に係る事項 

(1) 利用件数及び利用人数 

  利用件数，利用人数及び指定事業（スポーツ教室）の利用実績については，別表１

（P.15）に示すとおりです。 

(2) 稼働率 

  稼働率については，別表２（P.16～17）に示すとおりです。 

 

４ 収入・経費に関する事項 

直近の指定期間に係る施設利用料収入実績及び施設に要する経費の実績（詳細は別表３

（P.18～19）のとおり）は，次のとおりです。（指定管理料は含んでいません。） 

また，利用料減免額については，別表４（P.20）に示すとおりです。 

(1) リージョンプラザ                        （単位：円） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

利用料収入 27,472,825 28,615,901 24,975,765 29,873,082 

施設に要する経費の実績額 137,041,059 165,515,111 160,055,810 172,511,786 

(2) 武道館                             （単位：円） 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 

利用料収入 1,633,320 1,383,720 1,750,010 1,477,170 

施設に要する経費の実績額 3,460,198 3,306,210 2,078,996 2,310,052 

 

５ 指定期間 

 令和３年４月１日から令和８年３月31日までとします。 

ただし，指定期間中であっても，リージョンプラザ及び武道館の管理を継続することが

適当でないと認められるときは，業務の停止又は指定管理者の指定の取消しを命じること

があります。 

 

６ 指定管理者が行う業務の内容 

(1) 業務の範囲 
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「１ 基本となる管理運営指針」を踏まえて，三原リージョンプラザ設置及び管理

条例（以下「リージョンプラザ条例」という。）第16条及び三原市武道館設置及び管理

条例（以下「武道館条例」という。）第15条に規定する次に示す業務を行うものとしま

す。 

ア リージョンプラザ 

業務の詳細は，「三原リージョンプラザ指定管理者業務仕様書」のとおりとします。 

(ｱ) リージョンプラザの施設及び附属設備の利用の許可に関する業務 

(ｲ) リージョンプラザの維持管理に関する業務 

(ｳ) リージョンプラザの設置目的を発揮するための事業に関する業務 

(ｴ) リージョンプラザを利用する者の利便性を向上させるために必要な業務 

(ｵ) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める業務 

  イ 武道館 

    業務の詳細は，「三原市武道館指定管理者業務仕様書」のとおりとします。 

   (ｱ) 武道館の施設及び附属設備の利用の許可に関する業務 

   (ｲ) 武道館の維持管理に関する業務 

   (ｳ) 武道館の設置目的を発揮するための事業に関する業務 

   (ｴ) 武道館を利用する者の利便性を向上させるために必要な業務 

   (ｵ) 前各号に掲げるもののほか，市長が必要と認める業務 

(2) 業務にかかる留意事項 

ア 管理運営項目 

(ｱ) 施設の運営に関する業務 

(ｲ) 施設の管理に関する業務 

(ｳ) 建物等保守管理に関する業務 

(ｴ) 建物設備保守管理に関する業務 

(ｵ) 舞台機構及び舞台設備保守管理に関する業務（リ―ジョンプラザのみ） 

(ｶ) 清掃に関する業務 

(ｷ) 備品及び消耗品保守管理に関する業務 

(ｸ) 環境衛生管理に関する業務 

(ｹ) 植栽管理に関する業務（リ―ジョンプラザのみ） 

(ｺ) 保安警備に関する業務 

(ｻ) 修繕等に関する業務 

(ｼ) その他の業務 

イ 目的外使用許可区域について 

リージョンプラザのうち，レストラン，コミュニティＦＭ及び労働団体使用部分

は，市が行政財産の目的外使用を許可する区域です。 

なお，リージョンプラザの効率的な管理を図る観点から，指定管理者は同区域を

使用する者との間で協議し，各種供給施設等について必要な経費を負担させ，指定

管理者による一元的な管理のもと，区域内における施設を利用させるものとします。 

ウ 施設設備の一体的管理について 

水道設備，電気設備など一体的に管理運営する必要がある部分は，指定管理者に

て管理していただきます。 
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次に示す区域は，市が使用する区域（P.34～39の図面参照）です。 

   (ｱ) リージョンプラザ 

ａ 児童クラブ室 

ｂ 多目的エリアの一部（三原ふれあい教室など） 

ｃ 収蔵庫 

ｄ 南館事務室の一部 

e 一部の倉庫等 

   (ｲ) 武道館 

    ａ 会議室 

    ｂ 倉庫２ 

    ｃ 防災備蓄倉庫 

エ 自主事業の実施について 

自らが企画・実施する事業で市からの指定管理料に含まれない業務（以下「自主

事業」という。）については，リージョンプラザ及び武道館の設置目的に反しない範

囲内で市の承認を得て行うことができます。 

また，この際の施設利用料については，指定管理者の負担とします。 

  オ 広報活動について 

    施設及び事業を周知する印刷物等を作成し，利用促進に努めてください。 

また，リージョンプラザ及び武道館のホームページを作成し，積極的な情報発信

を行ってください。なお，ホームページは，市のホームページと相互リンクさせて

ください。 

 カ 公共施設予約システムの利用について 

公共施設予約システムは市内の文化，スポーツ施設の「情報入手」，「利用申込」，

「利用料金支払」などが，ご自宅のパソコンなどを利用して簡単に行うことのでき

るシステムです。 

リージョンプラザでは，公共予約システムを継続利用してください。また，シス

テムで使用する回線及び端末は指定管理者が設置してください。 

なお，公共施設予約システムは，本市の都合により，利用停止・システム変更を

実施する場合があります。 

また，「利用受付」は，公共施設予約システム以外に，窓口においても行ってくだ

さい。 

 

７ 利用料金制 

(1) 施設の利用料金は指定管理者の収入となります。 

(2) 利用料金の額は，リージョンプラザ条例及び武道館条例で定める範囲内で，市長の

承認を得て，指定管理者が定めることができます。 

(3) 指定管理者は，あらかじめ市長の承認を得て定めた基準により，利用料金を減額し，

又は免除することができます。なお，減免した利用料金は，指定管理者の負担とし，

市からの補填は行いません。 
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８ 指定管理料 

指定管理業務に係る費用は，消費税及び地方消費税その他一切の経費を含むこととし，

毎年度の予算の範囲内において，指定管理料として支払います。 

利用料金制を採用するため，市が支払う指定管理料のほか，利用者が支払う利用料金や

自主事業の収入等を自らの収入とすることができますので，これを勘案して提案してくだ

さい。 

また，市が支払う指定管理料の金額及び支払い方法等については，年度ごとに締結する

協定書で定めます。 

(1) 指定管理料の上限額（年額） 

  指定管理料の上限額（年額）（消費税及び地方消費税を含む）は，次のとおりです。 

提案する指定管理料は，この上限額を下回る金額としてください。 

施設名 上限額（年額） 

リージョンプラザ 102,500 千円 

武道館 1,100 千円 

(2) 経費の支払い 

会計年度（４月１日から翌年３月31日まで）ごとに支払います。 

(3) 指定管理料に含まれるもの 

ア 人件費 

イ 事務費（消耗品費，通信運搬費，印刷製本費等） 

ウ 事業費（報償費等） 

エ 管理費（設備管理費，保安警備費，光熱水費，修繕費等） 

オ その他施設の管理運営費に必要となる経費  

(4) その他 

 ア 管理口座 

指定管理業務に係る指定管理料，利用料金その他の収入は，法人等が他の事業等

で利用する口座とは別の口座で管理してください。 

  イ 料金改定 

指定期間中にリージョンプラザ条例及び武道館条例で定める使用料に改正が生じ

た場合は，別途指定管理者と協議します。 

ウ 大規模修繕による休館 

    市が実施する大規模修繕により，指定管理期間中に施設を休館する場合がありま

す。その間の指定管理料は，別途指定管理者と協議します。 

 

９ 責任分担等について 

協定締結にあたり，市が想定する責任分担の方針は，別表５(P.21)のとおりです。なお，

詳細については，協定で定めるものとします。 

(1) 修繕費について 

ア 軽微な劣化・損傷等については，指定管理者の判断で修繕を行ってください。 

イ １件につき 300 千円以下（消費税及び地方消費税を含む）の小規模修繕は指定管

理者の負担とし，それを超えるものは別途協議とします。原則として１件は１箇所

当たりの見積額としますが，修繕原因が連動するものと市が認める場合は，複数箇
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所の見積額を１件とすることができます。 

ウ 重度の損傷等が発見された場合は，市に状況を報告し，対応を提案してください。 

エ 参考額 

過去３か年の１件 30 万円以上の修繕に係る費用は別表３(P.19)のとおりです。 

(2) 備品について 

市が配置している備品類は，指定管理者に無償で貸与します。配置されている備品

以外で指定管理者が必要とするものは，指定管理者が調達してください。 

なお，備品のメンテナンス，修理費用等は指定管理者の責任となります。また，指

定管理者が行うリース契約は次の指定管理者への引継を前提としません。 

(3) 利益・損失について 

指定管理事業により生じた利益・損失については，指定管理者に帰属することとし，

精算は行いません。 

ただし，指定管理者が協定書に定められた事業を実施しなかったり，設備の故障等

により経費が減少した場合など，指定管理者の経営努力によらない剰余金が発生した

場合には，精算の対象とします。 

また，光熱水費（電気・水道・ガス）について，社会情勢等の変化により，調整項

目等の大幅な変動を原因とする年度ごとの平均単価の増減が，平成29年から平成31年

の平均単価と比べて10％を超えた場合は，10％を超えた部分についての影響額を以下

の条件をもとに，年度ごとに精算を行うことができるものとします。 

  ア 精算は電気・水道・ガスそれぞれ個別に行うものとし，平均単価の変動による影

響額のみを精算対象とします（使用量の増減については考慮しません）。 

イ 市からの補填は収支結果が赤字の場合のみ行い，平均単価の変動による影響額と

赤字額のいずれか小さい額を上限とします。 

  ウ 指定管理者からの返還は収支結果が黒字の場合のみ行い，平均単価の変動による

影響額と黒字額のいずれか小さい額を上限とします。 

  エ その他精算に係る詳細は市と指定管理者の協議により決定するものとします。 

 

10 管理の基準 

(1) 休館日 

リージョンプラザ及び武道館ともに12月29日から翌年１月３日までとします（リー

ジョンプラザ条例第４条及び武道館条例第４条）。 

なお，指定管理者が市民サービスの向上，利用者の利便性の向上につながると判断

したときは，市長の承認を得て，休館日に開館することができます。 

(2) 開館時間 

次の表に示すとおりとします。 

なお，指定管理者が市民サービスの向上，利用者の利便性の向上につながると判断

したときは，市長の承認を得て，開館時間を延長することができます。 
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  ア リージョンプラザ（リージョンプラザ条例第５条） 

区  分 開 館 時 間 

体育館・弓道場 

展示ホール・文化ホール 

多目的エリア・野外広場 

午前９時から午後９時30分まで 

温水プール 火曜日 

午後１時30分から午後５時まで 

月曜日及び水曜日から金曜日まで 

午後１時30分から午後９時まで 

土曜日及び日曜日 

午前10時から午後９時まで 

南 

 

館 

ト レ ー ニ ン グ 室  午前10時から午後２時まで 

及び午後３時から午後８時まで  

そ の 他  午前９時から午後９時まで  

 イ 武道館（武道館条例第５条） 

   午前９時から午後９時まで 

(3) 法令の遵守 

指定管理者は，地方自治法，リージョンプラザ条例及び武道館条例，その他の関係

法令等を遵守してください。 

(4) 市の施策との関係 

市は，市内産業の育成・振興を重要な施策と位置づけています。したがって，リー

ジョンプラザ及び武道館の管理運営を行うに際し，人材を登用し，又は物品を購入し，

若しくは業務の一部を第三者に委託し，若しくは請け負わせる場合は可能な限り，三

原市内に本店又は主たる事務所を有している事業者・団体を対象とし，必要に応じ三

原市内に支店，営業所等を有している事業者・団体を対象としてください。 

 

11 応募資格等 

三原市内に事務所を有する団体，又は指定管理業務開始までに市内に事務所を有するこ

とのできる団体（法人格の有無は問わない）であって，事業者の場合，引き続き２年以上

事業を営み，市税等を完納している者（個人は応募できません）。 

(1) グループによる応募について 

複数の団体により構成するグループによる応募も可能です。ただし，その場合，誰

がどのような権限を持ち，責任を負うかという指定管理者の組織体制の確立，どの業

務をどの構成員が担当するかを明確にしてください。また，グループの構成団体は，

単独又は他のグループでの応募はできません。 

 (2) 欠格事項 

次に掲げる欠格事項のいずれかに該当する場合は，応募できません。 

ア 役員又は代表者に破産者で復権を得ない者若しくは禁錮以上の刑に処せられ，そ

の執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者 

イ 政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を結成し，又はこれに加

入した者 
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ウ 会社更生法及び民事再生法等による手続きをしている団体 

エ 法人税，消費税及び地方消費税，県税及び市区町村税に滞納のある団体 

オ 地方自治法施行令第1 6 7条の４（一般入札の参加資格）の規定に抵触することと

なる団体 

カ 地方自治法第2 4 4条の２第11項の規定による指定管理者の指定を取り消された

ことがあり，その取り消しの日から２年を経過しない団体 

キ 市の議会の議員，市長，副市長，会計管理者及び行政委員会の委員が役員である

法人その他の団体 

 

12 公募及び選定スケジュール 

内容 年・月・日（曜日） 

募集要項の配布開始日 令和２年９月25日（金） 

応募説明会（現地）の開催 令和２年10月６日（火） 

質問書提出期限 令和２年10月７日（水） 

質問に対する回答日 令和２年10月９日（金） 

応募受付期間 令和２年10月12日（月）から10月16日（金） 

選定委員による面接ヒアリング 令和２年10月下旬 

候補者選定結果の通知 令和２年10月下旬 

 

13 募集要項等の配布，応募説明会等 

(1) 募集要項の配布 

配布開始日 令和２年９月25日（金） 

配布方法 市のホームページへ掲載 

（http://www.city.mihara.hiroshima.jp/） 

(2) 応募説明会（現地説明会）の開催 

開催日時 令和２年10月６日（火）午前９時00分～午後５時00分 

※申込団体毎で個別に実施します。なお，申込団体毎の開催時間

は10月５日（月）に電話及び電子メールで連絡します。 

開催場所 三原リージョンプラザ 第２練習室 

説明内容 募集要項，仕様書の説明，施設見学 

参加人数 １団体につき３人以内 

事前連絡 ア 締め切り 10月２日（金） 

イ 連絡内容 

(ｱ) 団体の名称 

(ｲ) 代表者の氏名 

(ｳ) 参加者名 

ウ 連絡方法 

(ｱ) 電子メール（sports@city.mihara.hiroshima.jp） 

(ｲ) 題名に「リージョンプラザ及び武道館応募説明会」と記入

してください。 
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(3) 質問の受付と回答 

受付期間 令和２年９月25日（金）～10月７日（水） 

受付方法 質問票（別紙様式１ P.22）を電子メールで提出してください。 

題名に「リージョンプラザ及び武道館質問」と記入してください。 

回答方法 電子メールでの送信及び市のホームページへの掲載 

（http://www.city.mihara.hiroshima.jp/） 

回答日時 令和２年10月９日（金）午後２時 

(4) 資料の閲覧 

閲覧に供する資料 三原リージョンプラザ及び武道館施設関係図面 

閲覧期間 令和２年９月25日（金）～10月７日（水） 

ただし，土曜日，日曜日及び祝日を除く。 

閲覧時間 午前８時30分～午後５時15分 

閲覧場所 三原市役所６階 教育委員会スポーツ振興課 

三原市港町三丁目５番１号 

補足事項 ア 日程調整が必要な場合がありますので，事前連絡をしてくだ

さい。 

イ 資料の持ち出しはできませんが，筆記・写真撮影は可としま

す。 

ウ １回の閲覧は，最大２時間程度とします。 

エ 資料には，設計図書が含まれているため，一部内容に変更が

加えられている箇所があることに留意のうえ，閲覧してくださ

い。 

 

14 応募の手続き 

(1) 提出書類 

応募しようとする団体（以下「応募団体」という。）は，次の書類を提出してくださ

い。 

ア 指定管理者指定申請書（三原市公の施設の指定管理者の指定の手続きに関する条

例施行規則様式第１号 P.23） 

イ 事業計画書（別紙様式２ P.24～25） 

ウ 自主事業実施計画書（別紙様式３ P.26） 

エ 管理運営に関する収支計画書（別紙様式４－１，４－２ P.27～28） 

オ グループ応募団体届出書（兼誓約書）（別紙様式５ P.29） 

カ 団体に関する書類（グループの場合，各構成団体も以下の書類を提出すること） 

(ｱ) 団体の概要調書（別紙様式６ P.30，設立趣旨，事業内容，活動状況，役員数，

従業員数（常勤・非常勤）数等） 

(ｲ) 定款，寄付行為， 規約その他これらに準ずる書類 

(ｳ) 法人の場合，当該法人の登記簿謄本 

(ｴ) 申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び過去 3 年度分の収支決

算書，事業報告書及び財産目録 

(ｵ) 印鑑登録証明書 
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(ｶ) 法人の場合，三原市税（同市税が課されてない団体で市外に主たる事務所又は

事業所を有するものにあたっては，主たる事務所又は事業所の所在地の市町村税）

の完納証明書（滞納がない証明書），法人税並びに消費税及び地方消費税の納税証

明書 

(ｷ) 上記(ｶ)以外の団体の場合，代表者の三原市税（同市税が課されてない者で市外

に住所を有するものにあたっては，その住所の市町村税）の完納証明書 

(ｸ) 法人以外の団体の場合，役員名簿 

(ｹ) 欠格事項に該当しない旨の宣誓書 

(ｺ) 提出書類のうち該当のないものについての申立書 

(2) 応募受付期間及び提出方法 

提出期間 令和２年10月12日（月）～10月16日（金） 

ただし，土曜日，日曜日及び祝日を除く。 

提出時間 午前８時30分～午後５時15分 

提出場所 三原市役所６階 教育委員会スポーツ振興課 

三原市港町三丁目５番１号 

提出方法 持参又は郵送（郵送の場合は 10 月 16 日（金）必着） 

(3) 提出書類の留意事項 

ア 提出部数 

正本１部，副本８部（副本は複写可） 

イ その他 

(ｱ) 申請者は，申請団体名の公表について，了知のうえ，申請してください。 

(ｲ) 応募１団体につき，事業計画書等の提出は１組とします。複数の提案はできま

せん。 

(ｳ) 提出期限後の提出書類の再提出及び差し替えによる提案内容の変更は原則とし

て認めません。 

(ｴ) グループ応募の場合，代表団体及び構成団体の変更は原則として認めません。 

(ｵ) 指定管理者の決定の公表等においては，本市が事業計画書，事業実施計画書，

管理運営に関する収支計画書の全部又は一部を申請者の許可なく使用できるもの

とします。 

(ｶ) 提出書類は，指定管理者の選定以外に使用することはありませんが，選定作業

に必要な範囲内で複製することがあります。また，提出書類は，三原市情報公開

条例（平成17年三原市条例第12号）第６条に規定する不開示情報に該当する情報

を除き，情報公開の対象となります。 

(ｷ) 提出書類は，理由の如何を問わず返却しません。 

(ｸ) 本市が必要とするときは，追加資料を求めることがあります。 

(ｹ) 提出書類作成及び申請等に際して必要となる費用は，すべて申請者の負担とし

ます。 

(ｺ) 提出書類が不足している場合は，申請を受け付けない場合があります。 

(ｻ) 申請者は，書類提出後，申請を辞退する場合は，辞退届（別紙様式７ P.31）

を提出してください。 
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15 事業計画書について 

事業計画書については，次の項目を基本条件として，作成してください。 

(1) 管理運営を行うに当たっての基本方針について 

(2) 住民の平等利用の確保の方策等について 

(3) 施設の効用を最大限に発揮するための方策について 

(4) 施設の現状に対する考え方及び将来展望について 

(5) サービス向上の方策について 

(6) 管理運営を行うことへの意欲，希望する理由について 

(7) 指定事業（スポーツ教室）及び自主事業の運営について 

(8) 安全対策（防災・防犯など緊急時対策，新型コロナウイルス等感染症対策，個人情

報保護への取り組み）について 

(9) 経費の縮減について（利益が出た場合の還元方法を含む） 

 (10) 施設の安定的な管理体制（職員配置，採用，研修等）について 

(11) 地域経済・地域活性化への貢献について 

 

16 収支計画書について 

管理運営に関する収支計画書（別紙様式４－１及び４－２）の作成に当たっては，指定

管理者が行う業務について，令和３年度から令和７年度までにおける各年度の収支予算を

主な収入・支出項目に区分して示すとともに，別表３に示す分類に応じて明細を作成して

ください。なお，収支予算の積算内訳を添付してください。 

 

17 選定の方法及び基準 

(1) 選定の方法 

行政職員，市民等で構成する指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）

を設置し，次に掲げる選考の基準に照らし選定基準表（P.32～33）により，総合的に

審査し，指定管理者の候補者の選定を行います。 

(2) 選定の基準 

ア 事業計画書によるリージョンプラザ及び武道館の運営が，市民の平等利用を確保

することができるものであること及びサービスの向上が図られるものであること。 

イ 事業計画書の内容が，当該管理を行うリージョンプラザ及び武道館の効用を最大

限に発揮させるとともに，その管理に係る経費の縮減が図られるものであること。 

ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するものであ

ること。 

エ 事業計画書の内容が，地域経済及び地域活性化へ貢献するものであること。 

(3) 選定審査 

候補者の選定にあたっては，提出書類により応募資格，提案内容等について，選定

委員会で書類審査を行います。 

また，令和２年10月下旬に応募団体ヒアリングを行います。 

応募団体ヒアリングの日時，場所等については，提出期限後に別途通知します。 

(4) 候補者の選定及び選定結果の報告 

提出書類と応募団体ヒアリングの結果を基に，選定委員会において総合的に審査し，
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指定管理者の候補者を選定し，教育委員会に報告します。 

(5) 候補者の決定及び通知 

教育委員会は，選定委員会による選定結果報告に基づき指定管理者の候補者を決定

し，応募団体に文書で通知し，ホームページに掲載します。 

なお，ホームページの公表内容は，指定管理者候補者は実名公開，次順位以降は匿

名とし，各団体の選定基準ごとの評点を公開します。 

(6) 選定審査対象からの除外 

次に掲げる事項に該当する場合は，当該団体は選定審査対象から除外します。 

ア 選定審査に対し，不当な要求等を申し入れた場合 

イ 選定委員会委員に対し，指定管理に関して，個別に接触した場合 

ウ 提出書類に虚偽又は不正があった場合 

エ 募集要項に違反又は著しく逸脱した場合 

オ 提出書類等の提出期間を経過してから提出された場合 

カ 複数の申請を行い，又は複数の事業計画書を提出した場合 

キ 提出書類提出後に事業計画の内容を変更した場合 

ク その他不正な行為があった場合 

(7) 再選定 

指定管理者に指定されるまでの間に，当該候補者を指定管理者とすることができな

い事情が生じたときは，審査において次点となったものから順に候補者を決定するこ

とができることとします。 

 

18 指定管理者の指定及び協定に関する事項 

(1) 指定管理者の指定 

指定管理者の候補者に選定された団体は，市議会の議決を経て，指定されることに

なります。 

(2) 指定の通知 

指定管理者の指定の議決を受けた団体に対し，文書で指定の通知をします。 

(3) 協定の締結 

市と指定管理者の指定を受けた団体は，リージョンプラザ及び武道館の管理運営に

関する協定を締結します。 

協定の主な内容は，次のとおりです。 

ア 業務の範囲 

イ 指定管理料の額 

ウ 指定期間に関する事項 

エ 事業計画に関する事項 

オ 利用料金に関する事項 

カ 使用の許可に関する事項 

キ 管理に要する費用に関する事項 

ク 指定管理業務の報告に関する事項 

ケ 個人情報の保護に関する事項 

コ 指定の取消し及び管理の業務の停止に関する事項 
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サ その他，市長が認める事項 

(4) 指定後の留意事項 

指定管理者の指定を受けた団体が，協定の締結に応じない場合又は協定の締結まで

に応募資格に違反した場合若しくは関係条例に違反した場合は，その指定を取り消す

ことがあります。 

 

19 指定管理業務の実施及び履行責任等に関する事項 

(1) 業務報告書の作成及び提出 

指定管理者は，半期ごと及び毎年度終了後30日以内に，リージョンプラザ及び武道

館の管理に関する次に掲げる事項を記載した業務報告書を作成し，教育委員会に提出

するものとします。ただし，年度の途中において指定を取り消されたときは，その取

り消された日から起算して30日以内に当該年度の当該日までの間の業務報告書を作成

し，教育委員会に提出するものとします。 

ア 管理業務の実施及び利用の状況(利用者，稼働率，入場者数等) 

イ 使用料又は利用に係る料金の収入の実績  

ウ 管理に係る経費の収支状況 

エ 指定事業及び自主事業の実施状況 

オ その他，管理の実態を把握するために必要な事項 

(2) 業務報告の聴取等 

教育委員会は指定管理者に対し，その管理業務及び経理の状況に関して定期に，又

は必要に応じて臨時に報告を求め，実地に調査し，又は必要な支持をすることができ

るものとします。 

(3) 損害賠償 

指定管理者は，故意又は過失によりその管理するリージョンプラザ及び武道館の施

設又は設備を損傷し，又は滅失したときは，それによって生じた損害を市に賠償しな

ければなりません。 

(4) 第三者への賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により施設利用者等第三者に損害が生じた場合，

指定管理者はその損害を賠償しなければなりません。ただし，その損害が市の責めに

帰すべき事由又は双方の責めに帰すことができない事由による場合は，この限りでは

ありません。 

(5) 保険の加入 

指定管理者はその管理業務の実施にあたり，自らのリスク対して適切な範囲で保険

等に加入するものとします。市が現在加入している保険の賠償額は次のとおりですの

で，参考にしてください。 

ア 賠償責任保険 

市が所有，使用，管理する施設の瑕疵や市の行う業務遂行上の過失に起因する事

故について，市に法律上の賠償責任が生じることによって被る損害をてん補する保

険 

身体賠償 １人につき 2億円 

１事故につき 20億円 
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財物賠償 １事故につき 2,000万円 

イ 補償保険 

「市主催の行事に参加中」又は「市から依頼を受けた住民に対する市民団体又は市

の管理下でのボランティア活動中」，急激かつ偶然な外来の事故により被災した住

民に対して，市の法律上の賠償責任の有無に関わらず，市が支払う補償金（見舞金）

をてん補する保険 

死亡・後遺障害保険金 死亡 

後遺障害 

500万円 

20万～500万円 

入院補償保険金 入院日数に応じ 1万～15万円 

通院補償保険金 通院日数に応じ 5千～6万円 

 

20 その他 

(1) 指定管理終了後の措置 

 ア 指定管理終了後，その管理しないこととなった当該施設又は設備を，速やかに現

状に回復してください。 

 イ 指定期間終了後，次期指定管理者が円滑かつ支障なく，管理運営業務を遂行でき

るよう，引継ぎを行うものとします。 

(2) 事業の継続が困難となった場合の措置 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合 

指定管理者の責めに帰すべき事由により，業務の継続が困難になった場合は，市

は指定の取消しをすることができます。その場合は，市に生じた損害は指定管理者

が賠償するものとします。また，次期指定管理者が円滑かつ支障なく，管理運営業

務を遂行できるよう，引継ぎを行うものとします。 

イ 当事者の責めに帰すことができない事由による場合 

不可抗力等，市及び管理者双方の責めに帰すことができない事由により，業務の

継続が困難になった場合，事業継続の可否について協議するものとします。 

一定期間内に協議が整わない場合，それぞれ，書面で通知することにより協定を

解除できるものとします。なお，次期指定管理者が円滑かつ支障なく，管理運営業

務を遂行できるよう，引継ぎを行うものとします。 

(3) 協定書解釈に疑義が生じた場合等の措置 

協定書解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合について

は，市と指定管理者が誠意を持って協議するものとします。 

 

募集要項に関する問い合わせ先 

 〒723-8601 広島県三原市港町三丁目５番１号 

       三原市教育委員会 スポーツ振興課 

 Tel   （0848）64－7219 

 Fax   （0848）67－5912 

 電子メール   sports@city.mihara.hiroshima.jp 

 （Fax 又は電子メールでのお問い合わせの際は，必ず件名に「リージョンプラザ及

び武道館指定管理者について」と記入してください。） 
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別表１ 

利用件数及び利用人数一覧 

１ リージョンプラザ 

 

 

２ 武道館 

 
 

３ スポーツ教室 

 

件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人

ホワイエ 136 950 158 1,805
練習室（第１，第２，第３）
リハーサル室
娯楽音楽室

屋外広場（屋外ステージ）
トレーニング室

664 4,102

458 36,166 483 35,909

主体育館
副体育館
温水プール
弓道場
展示ホール
文化ホール

5,676 6,729

591

平成28年度
利用件数 利用人数

平成29年度 平成30年度 平成31年度
利用件数 利用人数 利用件数 利用人数 利用件数 利用人数

軽運動室
第１講習室

507 10,565 507 9,691 522 19,740
135 396 116 244 144 1,114

499 3,021 521 7,937

260 1,428 283 1,405 292

7,01582,329 98,833

246 6,366 168 15,889 165 41,600 168

392 15,545
274 46,100

5,620 83,182 91,744

研修室（第１，第２）
会議室
和室（Ａ，Ｂ）

443 7,105
87 253

142 4,197

264 44,852 243 10,657 259 11,102
380 14,567 333 6,856 320 3,989

84 790
6,599

83 4,679 87 4,796 89 977

110 21,597

467 6,976

224 24,988 130 26,981 171 36,915

251 3,905

155 3,100

9,391 235 790
231 3,684 254 4,790 310 7,875

84 11,216
- 24,151 - 25,537 - 22,604 - 21,944

80 8,351 91 7,847 77 8,175

20,038 436 14,181
85 2,232

506 4,661 607 5,097 615 10,552 581 5,659
154 1,642 147 2,023 148 4,281

件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人
件 人 件 人 件 人 件 人全面 - - - -

平成30年度 平成31年度
利用件数 利用人数 利用件数 利用人数

489 21,100 502 21,167
258 7,914 244 5,465
33 1,910 19 1,361

畳面 277 6,775 286 6,254

平成28年度 平成29年度
利用件数 利用人数 利用件数 利用人数

605 21,035 622 20,998板面

人 人

平成30年度 平成31年度
2,157 2,143利用人数
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別表２ 

平成31年度施設別稼働率 

１ リージョンプラザ 

 

 

 

 

午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率

4 246 214 320 72.2% 4 5 4 14.4% 4 5 4 14.4% 8 6 18 35.6% 0 2 10 13.3% 0 6 2 8.9%
5 245 229 329 72.0% 7 9 2 19.4% 7 10 2 20.4% 9 8 5 23.7% 4 6 5 16.1% 3 5 2 10.8%

6 243 220 339 74.3% 9 11 6 28.9% 14 16 10 44.4% 14 18 7 43.3% 6 7 8 23.3% 6 7 6 21.1%

7 283 258 338 78.8% 7 7 4 19.4% 8 8 4 21.5% 11 5 2 19.4% 6 2 5 14.0% 7 6 4 18.3%

8 249 264 295 72.4% 7 8 3 19.4% 9 10 6 26.9% 10 8 5 24.7% 4 3 4 11.8% 4 4 1 9.7%
9 228 231 326 72.7% 9 9 4 24.4% 9 9 4 24.4% 15 10 7 35.6% 6 9 3 20.0% 7 11 3 23.3%

10 268 261 360 79.7% 4 3 1 8.6% 8 7 5 21.5% 13 14 8 37.6% 7 8 7 23.7% 6 9 4 20.4%

11 256 245 322 76.2% 10 11 5 28.9% 12 13 5 33.3% 10 10 2 24.4% 4 5 3 13.3% 7 5 2 15.6%

12 202 201 305 70.2% 11 11 8 35.7% 12 13 8 39.3% 15 7 5 32.1% 9 6 6 25.0% 8 7 3 21.4%

1 192 206 306 69.8% 6 5 6 20.2% 7 6 6 22.6% 13 8 4 29.8% 6 4 6 19.0% 4 4 2 11.9%

2 215 219 308 71.1% 2 4 3 10.3% 5 7 7 21.8% 14 11 2 31.0% 5 6 7 20.7% 6 6 5 19.5%

3 252 295 322 77.9% 3 2 2 7.5% 9 9 7 26.9% 18 7 7 34.4% 7 6 5 19.4% 7 6 4 18.3%

計 2,879 2,843 3,870 74.0% 79 85 48 19.6% 104 113 68 26.4% 150 112 72 30.9% 64 64 69 18.2% 65 76 38 16.6%

第３練習室主体育館 文化ホール ホワイエ
月

第１練習室 第２練習室

午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率

4 13 14 19 51.1% 29 21 19 76.7% 0 0 2 2.2% 15 16 2 36.7% 3 4 0 7.8% 13 15 8 40.0%

5 9 7 13 31.2% 21 21 16 62.4% 8 7 4 20.4% 21 25 1 50.5% 7 6 1 15.1% 19 23 5 50.5%

6 11 7 15 36.7% 0 0 0 .0% 1 0 0 1.1% 23 25 2 55.6% 6 5 0 12.2% 20 23 5 53.3%

7 13 7 5 26.9% 4 4 2 10.8% 4 1 0 5.4% 17 19 3 41.9% 5 2 0 7.5% 17 17 11 48.4%

8 7 7 8 23.7% 10 10 10 32.3% 8 9 5 23.7% 0 2 0 2.2% 1 0 0 1.1% 7 9 5 22.6%

9 9 8 9 28.9% 13 13 13 43.3% 3 5 0 8.9% 21 23 0 48.9% 6 4 1 12.2% 13 17 6 40.0%

10 12 11 9 34.4% 29 29 30 94.6% 12 13 7 34.4% 22 21 1 47.3% 7 4 1 12.9% 17 18 7 45.2%

11 11 9 9 32.2% 30 30 30 100.0% 4 4 0 8.9% 20 21 0 45.6% 1 6 0 7.8% 18 19 4 45.6%

12 12 7 9 33.3% 11 10 10 36.9% 3 3 0 7.1% 16 18 2 42.9% 4 5 0 10.7% 15 15 5 41.7%

1 6 4 8 21.4% 5 6 6 20.2% 1 1 0 2.4% 19 19 1 46.4% 5 5 1 13.1% 16 17 5 45.2%

2 7 8 6 24.1% 17 17 14 55.2% 7 8 5 23.0% 20 20 0 46.0% 1 1 0 2.3% 14 15 7 41.4%

3 10 9 10 31.2% 3 3 2 8.6% 9 8 6 24.7% 15 14 14 46.2% 2 0 3 5.4% 1 2 2 5.4%

計 120 98 120 31.3% 172 164 152 45.2% 60 59 29 13.7% 209 223 26 42.4% 48 42 7 9.0% 170 190 70 39.8%

リハーサル室 展示ホール 軽運動室
月

野外広場 娯楽音楽室 第１講習室
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２ 武道館 

午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率

4 13 13 4 33.3% 4 7 2 14.4% 5 6 5 17.8% 8 4 12 26.7% 8 4 7 21.1%

5 10 13 5 30.1% 7 8 6 22.6% 2 3 5 10.8% 10 7 11 30.1% 10 7 9 28.0%

6 9 14 4 30.0% 6 7 2 16.7% 1 1 6 8.9% 7 5 10 24.4% 7 5 9 23.3%

7 11 15 4 32.3% 3 12 6 22.6% 3 4 4 11.8% 11 4 19 36.6% 11 5 11 29.0%

8 9 14 4 29.0% 6 10 3 20.4% 3 4 3 10.8% 7 5 12 25.8% 7 5 11 24.7%

9 10 13 5 31.1% 11 15 9 38.9% 2 5 1 8.9% 7 5 12 26.7% 7 5 7 21.1%

10 15 16 6 39.8% 4 8 3 16.1% 1 2 2 5.4% 11 2 15 30.1% 11 2 14 29.0%

11 14 14 2 33.3% 5 12 3 22.2% 2 3 3 8.9% 10 4 17 34.4% 10 4 15 32.2%

12 8 13 6 32.1% 5 7 4 19.0% 1 5 3 10.7% 8 7 16 36.9% 8 7 14 34.5%

1 11 12 6 34.5% 6 9 8 27.4% 2 2 2 7.1% 11 6 9 31.0% 9 6 9 28.6%

2 11 13 7 35.6% 7 12 3 25.3% 3 2 3 9.2% 8 2 11 24.1% 8 2 10 23.0%

3 7 7 2 17.2% 5 6 2 14.0% 2 3 4 9.7% 5 2 6 14.0% 2 1 3 6.5%

計 128 157 55 31.5% 69 113 51 21.6% 27 40 41 10.0% 103 53 150 28.3% 98 53 119 25.0%

月
第１研修室 第２研修室 会議室 和室Ａ 和室Ｂ

午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率 午前 午後 夜間 稼働率

4 24 3 23 55.5% 3 1 22 28.8% 0 0 0 0.0%
5 19 3 22 47.3% 2 0 19 22.5% 0 0 0 0.0%
6 21 2 25 53.3% 1 0 20 23.3% 1 2 0 1.6%
7 22 3 23 51.6% 1 0 20 22.5% 2 2 0 2.1%
8 18 2 21 44.0% 1 0 14 16.1% 1 0 0 0.5%
9 18 4 23 50.0% 2 0 19 23.3% 2 2 0 2.2%

10 20 4 21 48.3% 1 1 19 22.5% 3 2 0 2.6%
11 19 3 23 50.0% 1 0 20 23.3% 1 0 0 0.5%
12 20 4 19 51.1% 1 0 18 22.6% 0 0 0 0.0%
1 18 4 14 42.8% 1 0 18 22.6% 0 0 0 0.0%
2 19 3 20 48.2% 1 1 21 26.4% 1 0 0 0.5%
3 5 1 9 16.1% 1 0 15 17.2% 0 0 0 0.0%

計 223 36 243 46.6% 16 3 225 22.6% 11 8 0 0.9%

月
板面 畳面 全面

稼働率の計算について 

１ リージョンプラザ 

 (1) 主体育館 

   利用件数÷(開館日数(360日)×利用可能コマ数(３コマ)×12面) 

 (2) 主体育館を除く施設 

   利用件数÷(開館日数(360日)×利用可能コマ数(３コマ)) 

 (3) 副体育館・温水プール・弓道場・トレーニング室 

   利用の時間区分が特定できないため，稼動率の算出は行って 

いない。 

 

２ 武道館 

 (1) 板面・畳面 

利用件数÷(開館日数(360日)×利用可能コマ数(３コマ)) 

 (2) 全面 

利用件数÷(開館日数(360日)×利用可能コマ数(６コマ)) 
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別表３ 

直近の指定期間に係る収入・経費等実績額 

 
１ リージョンプラザ 

(1) 利用料等収入実績額（指定管理委託料は含まない。） 

 
(2) 施設に要する経費の実績額 

 
 

合計

スポーツ教室受講料（平成30年度から）

内　容
33,161,711 34,587,614 51,517,718

利用料収入
自主事業収入

その他

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

3,655,246 33,847,848

2,033,640 2,767,313 2,524,191 3,274,727

23,242,0620 0 15,531,800

82,527,457

27,472,825 28,615,901 24,975,765 29,873,082
3,204,400 775,700

① 人件費

② 事務費

③
④

⑤ その他

設備担当（平成30年度以前は管理費で計上）

3,717,806
8,052,000 8,063,000 9,035,500 9,164,500

137,041,059 165,515,111

13,145,679
0 0 0 12,553,552

172,511,786
22,719,929 22,927,245 39,256,771 53,674,857

内　容
合計

平成31年度

12,670,819 12,876,160 11,998,724

1,997,110 1,988,085 3,730,144

平成28年度 平成29年度 平成30年度
160,055,810

0 14,492,403

トレーニング室監視員
プール監視員

施設受付業務

スポーツ教室講師謝金（平成30年度から） 0

2,658,998
0 0 1,149,714 423,125

15,093,320
1,999,264 1,734,667 2,989,140 3,677,322

34,410 26,117 296,619 363,152文具消耗器材費
施設管理消耗器材費
印刷製本費

1,472,678

83,066,861

653,400 669,520 1,210,896 725,940

235,872 276,124 232,047
3,694,675 7,535,673 1,578,230 31,739,766

257,915

15,842,838
4,500,314 5,768,579 6,391,134 3,881,611

28,800,064 31,414,872 33,069,752 28,371,584
5,938,542 7,431,831 10,138,796 8,917,344

18,841,874 22,591,968 26,559,015

0
13,591,584 13,948,369 9,380,690 9,631,478

543,898 211,236 324,000 907,488
1,452,600 1,592,868 184,164 360,329

0 0 888,300

0
540,432 544,320 539,784 536,280

1,814,400 1,814,400 738,720 745,560
337,422 561,892 1,776,600 0

0 0 356,400

426,800
458,229 458,229 448,200 445,500

43,200 73,440 0 0
18,441,000 18,030,600 7,568,672 1,106,342

291,600 291,600 97,200

324,000
1,026,000 1,127,736 1,300,320 1,460,600

5,572,800 5,572,800 5,443,200 5,232,000
0 354,240 583,200 410,400
0 0 108,000

303,000
3,702,323 17,182,648 2,537,156 3,107,767

345,600 345,600 324,000 330,000
0 0 0 0

324,000 615,600 311,040

ろ過装置保守点検
吸収式冷凍機保守整備
植栽木管理
剪定・草刈
ゴミ収集費
修繕料

トレーニング機器保守管理
機械設備・ボイラー保守管理
自家発電設備保守管理
舞台照明・吊物点検保守管理
文化ホール設備操作業務
オゾン反応処理装置保守点検

1,266,683

各種測定手数料
清掃
機械警備
空調設備保守点検管理
電気工作物保安管理
エレベーター保守管理

電気使用料
水道使用料
ガス使用料
公共下水道使用料
各種設備検査手数料
諸設備点検等手数料

電話料

管理費
施設用燃料費

107,428,253 130,849,212 110,279,239

1,706,939

自主事業経費（平成31年度は大規模イベントを実施）

1,198,938 2,468,314 5,952,430 352,980

129,600 129,600 1,019,576 200,980

予備費 0

ホームページ管理

208,971 246,864 0

賠償保険料
セキュリティ対策費
施設用備品費
その他雑費

477,196 1,725,068 1,270,618 0
87,520 97,342 1,551,226 152,000

31,150 42,832 167,010 0
473,472 473,472 1,944,000 0
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(3) 指定管理料実績額 

 
 

《参考》市が支出した経費 

 
 

２ 武道館 

(1) 利用料等収入実績額（指定管理委託料は含まない。） 

 
(2) 施設に要する経費の実績額 

 
(3) 指定管理料実績額 

 
 

内　容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指定管理料 122,800,000 122,800,000 105,345,000 106,320,422

工事費 28,654,560 22,295,520 0 1,199,000

内　容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
施設修繕料１件30万円以上 395,600 1,702,836 1,190,700 3,261,182

合計
利用料収入 1,633,320 1,383,720 1,750,010 1,477,170
自主事業収入 0 0 0 0
その他 38 34 0 0

内　容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
1,633,358 1,383,754 1,750,010 1,477,170

① 人件費

② 事務費

③ 自主事業経費
④

⑤ その他

施設用備品費 0 0 0 0
その他雑費 0 0 0 0

賠償保険料 0 16,912 40,810 0
セキュリティ対策費 0 0 0 0

0 16,912 40,810 82,500
ホームページ管理 0 0 0 82,500

修繕料 129,060 43,200 0 0
予備費 7,678 0 0 0

設備保守 907,200 907,200 0 0
ゴミ収集費 0 0 0 0

清掃 907,200 934,200 907,200 1,036,800
機械警備 181,440 166,320 129,600 111,000

諸設備点検等手数料 120,960 120,960 0 0

公共下水道使用料 0 0 0 0
各種設備検査手数料 0 0 0 0

水道使用料 0 0 0 0
ガス使用料 12,949 12,735 9,855 11,732

施設用燃料費 0 0 0 0
電気使用料 522,571 426,499 343,531 420,020

0 0 0 0
管理費 2,789,058 2,611,114 1,390,186 1,579,552

印刷製本費 0 0 0 0

文具消耗器材費 0 0 0 0
施設管理消耗器材費 23,140 30,184 0 0

施設受付業務 648,000 648,000 648,000 648,000
23,140 30,184 0 0

合計 3,460,198 3,306,210 2,078,996 2,310,052
648,000 648,000 648,000 648,000

内　容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

内　容 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
指定管理料 3,200,000 3,200,000 1,155,000 1,165,699
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別表４ 

平成31年度利用料減免額に関する調べ 

 

１ リージョンプラザ 

 
 

２ 武道館 

 

 

件 円

件 円

件 円

件 円

件 円

事由 件数 金額

市又は市の機関が利用するとき 504 3,431,590

三原広域市町村圏事務組合を構成する町又は
町の機関が利用するとき

0 0

身体障害者手帳，障害者手帳，療育手帳の交
付を受けている者が利用するとき

3,110 795,670

指定管理者が特に必要と認めたとき（免除） 0 0

指定管理者が特に必要と認めたとき（1/2減
額）

248 281,765

件 円

件 円指定管理者が特に必要と認めたとき 0 0

事由 件数 金額

市又は市の機関が利用するとき 22 36,920
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別表５ 

責任分担表 

 

責任種類 内      容 

負担者 

市 
指 定
管理者 

物価等変動 人件費，物品費等の物価変動に伴う経費の増   ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増   ○ 

公募関連 
公募要項等市が作成した書類に関するもの ○   
申請書等指定管理者が作成した書類に関するも
の 

  ○ 

法令変更 
管理運営業務に影響を及ぼす法令変更 ○   

指定管理者自身に影響を及ぼす法令変更   ○ 

税制変更 
管理運営業務に影響を及ぼす税制変更 ○   
一般的な税制改正   ○ 

住民対応 

地域との協調   ○ 

管理運営業務に対する施設利用者からの要望等   ○ 

その他 ○   

施設・設備の
損傷 

管理上の瑕疵によるもの  ○ 
３０万円未満のもの  ○ 
上記以外のもの ○  

第三者行為 

第三者からの行為 
指定管理者の責めに帰する
事由によるもの 

 ○ 

上記以外のもの ○  

第三者への行為 
指定管理者の責めに帰する
事由によるもの 

 ○ 

上記以外のもの ○  

不可抗力 

不可抗力（暴風，豪雨，洪水，地震，落盤，火
災，争乱，暴動その他の市又は指定管理者のい
ずれの責めにも帰すことのできない自然的又は
人為的な現象）に伴う施設，設備の復旧経費 

○  

不可抗力（暴風，豪雨，洪水，地震，落盤，火
災，争乱，暴動その他の市又は指定管理者のい
ずれの責めにも帰すことのできない自然的又は
人為的な現象）に伴う業務履行不能 

 ○ 

政治・行政上
の理由による
事業変更 

政治，行政上の理由から，施設の管理運営業務
の継続に支障が生じた場合又は業務内容の変更
を余儀なくされた場合の経費及び損失 

○  

セキュリティ 警備不備による情報漏えい，犯罪発生   ○ 

指定期間終了
時の費用 

指定期間が終了した場合，又は指定を取り消し
た場合の撤収に関する費用 

  ○ 

 

※疑義及び本表の定めのないものについては，市と指定管理者が協議して定めるものとす

る。
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別紙様式１ 

令和  年  月  日 

 

三原リージョンプラザ及び三原市武道館 

指定管理者募集要項の内容等に関する質問書 

 

三 原 市 長 様 

 

申請者 

所在地 

団体の名称 

代表者の役職・氏名 

 

質問項目 質問内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※質問項目には，募集要項のどの部分についてのものか，該当する部分がわかるよう

に記載してください。（例：募集要項○ページの○行目） 

 

連絡先：担当部署 

担当者名 

電話 
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様式第 1 号(第 3 条関係) 

 

令和  年  月  日 

 

三 原 市 長 様 

 

 

申請者 住 所              

 

団体名称              

代表者名              

電話番号              

 

 

 

指 定 管 理 者 指 定 申 請 書 

 

 

 地方自治法第 244 条の 2 第 3 項に規定する公の施設の指定管理者の指定を受けたいの

で，三原市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第 2 条の規定により，関係

書類を添えて申請します。 

 

 

1 公の施設の名称 

 

三原リージョンプラザ及び三原市武道館 

 

 

2 添付書類 
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別紙様式２ 

三原リージョンプラザ及び三原市武道館事業計画書 

 

令和  年  月  日提出 

団 体 名  

代 表 者 名  設立年月日    年  月  日 

団 体 所 在 地  

電 話 番 号  ＦＡＸ番号  

Ｅ - m a i l  

現在運営している類似施設 所 在 地 主な業務内容 管理運営期間 

 
   

 
   

 
   

    事 業 計 画 （別紙可） 

○管理運営を行うに当たっての基本方針について 

 

 

 

 

 

 

○住民の平等利用の確保の方策等について 

 

 

 

 

 

 

○施設の効用を最大限に発揮するための方策について 

 

 

 

 

 

 



 25

○施設の現状に対する考え方及び将来展望について 

 

 

 

 

○サービス向上の方策について 

 

 

 

 

○管理運営を行うことへの意欲，希望する理由 

 

 

 

 

○指定事業及び自主事業の運営 

 

 

 

 

○安全対策（防災・防犯など緊急時対策，新型コロナウイルス等感染症対策，個人情報

保護への取り組み） 

 

 

 

 

○経費の縮減について（利益が出た場合の還元方法を含む） 

 

○施設の安定的な管理体制について（職員配置，採用，研修等） 

〇地域経済・地域活性化への貢献について 



 

2
6

別紙様式３ 

 

三原リージョンプラザ及び三原市武道館自主事業実施計画書（令和  年度） 

 

団体名                     

事業名 目 的 ・ 内 容 等 実施時期・回数等 
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別紙様式４－１ 

三原リージョンプラザ管理運営に関する収支計画書（令和  年度） 

 

団体名             

 （単位 千円） 

 金 額 内  容 備 考 

項 目 

委 託 料 
   

利用料金 
   

そ の 他 
   

収 入 合 計 （ Ａ ） 

  

 

 金 額 内  容 備 考 

項 目 

人 件 費 
   

事 務 費 
   

事 業 費 
   

管 理 費 
   

そ の 他 
   

支 出 合 計 （ Ｂ ） 

  

 

収支(Ａ)－(Ｂ) 

  

※ 1 年間の収支を記入してください。 

※ 年度ごとに作成してください。 

※ 要項別表３に示す分類に応じて明細を作成してください。なお，収支予算の積算内訳

を添付してください。（様式自由・Ａ４） 
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別紙様式４－２ 

三原市武道館管理運営に関する収支計画書（令和  年度） 

 

団体名             

 （単位 千円） 

 金 額 内  容 備 考 

項 目 

委 託 料 
   

利用料金 
   

そ の 他 
   

収 入 合 計 （ Ａ ） 

  

 

 金 額 内  容 備 考 

項 目 

人 件 費 
   

事 務 費 
   

事 業 費 
   

管 理 費 
   

そ の 他 
   

支 出 合 計 （ Ｂ ） 

  

 

収支(Ａ)－(Ｂ) 

  

※ 1 年間の収支を記入してください。 

※ 年度ごとに作成してください。 

※ 要項別表３に示す分類に応じて明細を作成してください。なお，収支予算の積算内訳

を添付してください。（様式自由・Ａ４） 
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別紙様式５ 

 

令和  年  月  日 

三 原 市 長 様 

グループ応募団体届出書（兼誓約書） 

 

 三原リージョンプラザ及び三原市武道館指定管理者募集要項に基づき，グループ応募団

体を結成し，三原リージョンプラザ及び三原市武道館の指定管理者の応募をしたいので，

申請書に次のとおり添付して届出いたします。 

 なお，構成団体はすべて，募集要項に規定する応募資格を満たしており，グループで応

募するに当たり，次のことを誓約します。 

 

 (1) 各構成団体は，三原リージョンプラザ及び三原市武道館の指定管理業務の履行に関

し，連帯して責任を負うものとします。 

 (2) 各構成団体は，三原市及び他の構成団体の承認がなければ指定管理業務の履行を完

了する日まではグル－プを脱退しません。 

 (3) 構成団体のうち指定管理業務の履行を完了する日前において，三原市及び他の構成

団体の承認を得て脱退するものがある場合においては，残存構成団体が連帯して指定

管理業務を履行します。 

 (4) 構成団体のうちいずれかが指定管理業務の履行を完了する前において解散した場合

には，残存構成員が連帯して指定管理業務を履行します。 

 

 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ応募団体

の名称（ﾌﾘｶﾞﾅ） 
 

設立年月日  

 

区 分 内      容 

代表団体 

所 在 地  

団体の名称  

代表者氏名 印 

連 絡 先 （担当者：     ） 

構成団体 

所 在 地  

団体の名称  

代表者氏名 印 

連 絡 先 （担当者：     ） 

構成団体 

所 在 地  

団体の名称  

代表者氏名 印 

連 絡 先 （担当者：     ） 

構成団体 

所 在 地  

団体の名称  

代表者氏名 印 

連 絡 先 （担当者：     ） 
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別紙様式６ 

団 体 の 概 要 調 書 

 

団体名              

設 立 年 月 日  資本金（千円）  

沿 革 

従 業 員 数  

主な業務内容 

財 務 状 況 

（過去 3 年間） 

年 度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 

総 資 本    

自 己 資 本    

経 常 利 益    

流 動 資 産    

流 動 負 債    

総括管理責任者の状況，有資格者の保有状況（種類・人数・経歴） 

令和   年  月  日現在 
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別紙様式７ 

令和  年  月  日 

 

三 原 市 長 様 

 

 

申請者 住 所              

 

団体名称              

代表者名              

電話番号              

 

 

 

辞 退 届  

 

 

次の施設の指定管理業務については，都合により提案を辞退します。 

 

 

1 公の施設の名称 

 

 三原リージョンプラザ及び三原市武道館 
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5 4 3 2 1

①障害のある人や高齢者等社会的弱者への配慮
がある。

3

②事業内容に偏りがない。 3

①施設の設置目的や施設の性格を理解してい
る。

5

②施設を管理運営する上で，目標，方針が明確
である。

5

③サービスの向上とコストを常に意識してい
る。

6

①利用者が満足できるサービスを具体的に提案
できる。

8

②利用者のニーズに対応し，反映できる仕組み
が構築できている。

5

③苦情に対する対策や方針が検討されている。 5

①全体的に施設の設備，機能を活用した内容と
なっている。

5

②施設利用向上のための提案がある。 8

③施設利用向上のための営業・広報活動の取組
を行っている。

3

①施設利用者の個人情報保護に対する対策がと
られている。

3

②新型コロナウイルス等感染症対策の取組を
行っている。

3

③安全対策及び事前の危機管理における行動マ
ニュアルがあり，突発的なトラブルや災害に対
して，迅速，適切に対応することができる。

3

①費用対効果における努力や熱意が感じられ
る。

8

②従来と比較して効率的に管理をすることがで
きる額を算出している。

8

③利益が出た場合について具体的な還元方法の
提案がある。

3

２　施設の効用を最大限に発揮すること

(3)施設管理上の取組

(4)危機管理対策

(1)指定管理料

３　経費の縮減

評価

三原リージョンプラザ及び三原市武道館指定管理者選定基準

(1)平等利用の方策

(1)施設の管理運営目
標，経営方針

(2)利用者への対応

採点配点選定のポイント選定基準

１　住民の平等利用の確保
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①過去に指定管理者又は他の類似施設（民間含
む）の管理運営実績がある。

3

②ノウハウや知識を施設管理業務に生かせる能
力を有する。

5

①施設を管理する上での配置人員が確保されて
いる。

5

②柔軟かつ効率的な運営をすることができる組
織である。

5

③管理運営における研修体制が確保されてい
る。

5

①安定的な管理運営できる財政状況にある。 5

②過去３年間の収支決算に問題がない。 5

(1)地域との連携
①雇用や発注等で，地域との連携や貢献が意識
されている。

3

評価の基準

５　たいへん良い

４　良い

３　普通

２　悪い

１　たいへん悪い

最終評価結果

評価

合計

項目

数
平均

全体

合計

全体

平均

2

11

3

7

1

(1)実績，経験

４　施設の安定的な管理の確保

５　地域経済・地域活性化への貢献

(2)組織，人的安定要件

(3)安定的財政要件

この評価点において，とくに優れていると考えるレベル

通常のレベルに比べてより良いと考えるレベル

通常はこの程度やるべきであろうと考えるレベル

通常のレベルに達していないと考えるレベル

通常のレベルに達していないばかりか，とくに問題であると考えるレベル

５　地域経済・地域活性化への貢献

４　施設の安定的な管理の確保

３　経費の縮減

２　施設の効用を最大限発揮すること

１　住民の平等利用の確保
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37 
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39 
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別紙１ 

 

 

 

 

 

三原市指定管理者制度導入方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１７年１１月 策定 

（平成３０年５月 改訂） 

 

三 原 市 
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１．指定管理者制度の概要 

 (1) 制度の内容 

   指定管理者制度は，条例の定めるところにより，地方公共団体が指

定する法人その他の団体（その対象には民間事業者を含む。以下「指

定管理者」という。）に，公の施設の管理を行わせることができる制

度である。 

   指定管理者制度を導入することとした場合においては，指定管理者

の指定の手続，指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲など必要

な事項は条例で定めることとされており，指定管理者の指定に当たっ

ては，あらかじめ，議会の議決が必要である。 

 

 (2) 公の施設について 

  (ｱ) 「公の施設」とは「住民の福祉を増進する目的をもって，その利

用に供するための施設」（地方自治法第 244 条）とされている。公

民館，保育所，体育館，図書館など様々な施設がこれにあたる。た

だし，住民の利用に供することが目的ではない庁舎，支所，清掃工

場などはこれに該当しない。 

  (ｲ) 平成 15 年９月の地方自治法改正により，従来，公共団体や公共

的団体にしか委託できなかった公の施設の管理が，民間企業・ＮＰ

Ｏ（非営利組織）等（以下「民間事業者等」という。）を指定して

代行させることが可能になり，サービス向上やコスト削減に民間ノ

ウハウを活用することができるようになった。 

 

２．指定管理者制度導入の基本的な考え方 

  市民サービスの向上と「公の施設」の効果的・効率的な管理運営を主

な目的とし，地域活性化や施設の設置目的の達成に効果が期待できる

施設について，指定管理者制度の導入を図るものとする。  

 

３．指定管理者の候補者選定の考え方 

 (1) 公募の考え方 

   指定管理者に指定する民間事業者等の選定については，原則公募

とする。 
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 (2) 非公募の考え方 

次の場合は，非公募で選定することができる。 

  (ｱ) 施設の性格，設置目的，政策的な見地から公募にすることが適当

でない場合 

  (ｲ) 関係する２以上の管理を一括して管理することに合理的な理由

がある場合 

  (ｳ) 業務の特殊性や専門性，地域活性化の観点等から公募によるこ

とができない場合 

  (ｴ) その他，公募しても応募がなかった等特段の事由があり，事前に

市長の承認を受けた場合 

 

 (3) 直営施設 

   法律上管理主体が制約されているものは，直営とする。 

 

４．指定期間 

  指定管理者の指定の期間は，原則３年から５年とする。ただし，次の

場合は必要に応じて期間を延長することができる。 

 (1) ＰＰＰ・ＰＦＩ事業で整備する施設の管理運営主体の場合 

 (2) 地域活性化が期待できる施設等に住民自治組織を指定する場合 

 (3) 施設の専門性又は特殊性等から，人材の確保，人材の育成，管理運

営技術の蓄積等，各施設の特別な事情がある場合 

 

５．利用料金制度 

  利用料金制は，施設使用の対価（使用料）を受託者の収入とすること

で，管理運営主体の自主的な経営努力の発揮や市の会計事務の省力化等

の利点がある。 

  このため，指定管理者制度を導入した施設は，原則として利用料金制

とする。ただし，公営住宅の家賃など国の基準等により使用料を定める

施設等にあっては，この限りでない。 

  指定管理者は，条例に定める施設使用料等の金額を上限に，市長の承

認を受けて利用料金を定めることができるものとする。 
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６．指定管理料及び施設納付金の考え方 

 (1) 指定管理料の算定 

   指定管理料の算定にあたっては，既存施設にあっては当該施設の

決算状況を，新設施設にあっては事業計画を参考に，経費と収入（指

定管理料を除く）を見積もった「収支モデル」を決定し，次の各号の

いずれに該当するかを判断したうえで算定する。 

 

 (2) 経費負担の考え方 

   指定管理者が管理を行うために必要な経費の負担方法については，

施設の性質や目的に応じて，次のいずれかの方法によるものとする。 

  (ｱ) 収入（指定管理料を除く）が経費を上回る施設の場合 

    指定管理者は，すべて利用料金で経費を負担する。市は，原則と

して指定管理料を支出しない。 

  (ｲ) 経費が収入（指定管理料を除く）を上回る施設の場合 

    指定管理者は，利用料金収入と指定管理料等で経費を負担する。 

  (ｳ) 利用料金の収入がない施設の場合 

    指定管理者は，すべて市からの指定管理料で経費を負担する。 

 

 (3) 施設納付金・精算の考え方 

  (ｱ) 上記(2)(ｱ)の場合は，公募等に際して応募者から施設納付金（指

定管理者が行う管理運営上発生する収入から，市に対して支払う

納付金をいう。）の提案を求めた上で，納付させることができる。

その場合は，協定に定める。 

  (ｲ) 上記(2)(ｲ)(ｳ)の場合は，原則として精算は行わず，剰余金は指

定管理者の帰属とするが，次の場合は指定管理者と協議の上，精算

することができる。 

   ａ 業務内容等により精算が必要な場合 

   ｂ 指定管理者が事業計画の一部を実施しなかった場合 

   ｃ 設備の故障やその他の事由により経費が減額となった等，指

定管理者の経営努力によらない場合 
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７．予算措置 

  指定管理者との間において必要となる管理に係る費用について，支出

科目は委託料とし，単年度ごとの予算でその額を確定させることを基本

とする。ただし，複数年度にわたる指定期間について総額で費用を取り

決める必要がある場合は，債務負担行為を設定した上で，複数年度にわ

たる協定を締結する。 

 

８．個人情報の取扱い 

  利用者の個人情報の適正な取扱いを確保するため，三原市個人情報保

護条例中に指定管理者に関する規定を設けるとともに，それぞれの協定

書に明文化する。 

 

９．導入の手続 

 (1) 条例の整備 

   指定管理者の指定の手続，管理の基準，業務の範囲などを手続条例

及び公の施設の設置条例に定める。 

  (ｱ) 指定管理者の導入 

    指定管理者に当該施設の管理を行わせることができる旨を定め

る。 

  (ｲ) 指定の手続 

    申請の方法，選定基準，事業計画書の提出等を定める。 

  (ｳ) 管理の基準 

    市民が施設を利用するに当たって必要不可欠な基本的条件（休館

日，開館時間，使用許可の基準，使用制限の要件）を定める。 

  (ｴ) 業務の範囲 

    指定管理者が行う業務の範囲について，施設の維持管理や運営な

ど基本的な業務のほか，各施設の目的や特性に応じて設定する。又，

施設の使用許可に関する権限を含める場合にはその旨も定める。 

  (ｵ) その他必要な事項 

    細目的事項については協議により定める旨，減免措置その他必要

な事項について定める。 
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 (2) 指定管理者の募集 

   指定管理者の募集は，公の施設ごとに行う。ただし，複数の施設の

管理運営を同一の指定管理者に行わせることが適当と判断される場

合は，一括して募集することができることとする。 

   又，募集要項及び業務内容を詳細に記載した仕様書は，各施設所管

課において施設ごとに作成する。 

  (ｱ) 公募の実施 

    公募を実施するときは，市役所掲示場において次に掲げる事項を

あらかじめ公告し，併せて概要をホームページ等で公表する。 

   ａ 公の施設の概要（名称，所在地，建物概要等） 

   ｂ 施設の設置目的及びめざす管理運営のビジョン 

   ｃ 当該公の施設の前年度における利用者数，決算その他運営に係

る事項 

   ｄ 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲 

   ｅ 指定の期間 

   ｆ 利用料金制の有無 

   ｇ 指定管理者の要件及び申請方法 

   ｈ 申請に係る提出期限 

   ｉ その他市長が必要と認める事項 

  

  (ｲ) 申請者の資格 

    申請者の資格は次に掲げる事項のほか，公の施設ごとに定める。 

   ａ 団体（法人格の有無は問わないが，法律上，個人は指定管理者

になることができない）であって，事業者の場合，引き続き２年

以上事業を営み，市税等を完納している者 

   ｂ 団体又はその代表者が次の者に該当しないこと。 

    (a) 禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わるまで又はその

執行を受けることがなくなるまでの者 

    (b) 政府を暴力で破壊することを主張する政党その他の団体を

結成し，又はこれに加入した者 

    (c) 地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定による指定管理者の

指定を取り消されたことがあり，その取消の日から２年を経過
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しない者 

    (d) 地方自治法施行令第 167 条の４（一般競争入札の参加資格）

の規定に抵触することとなる者 

 

  (ｳ) 事業計画書 

    申請者が提出する事業計画書には，次に掲げる事項等を記入する。 

   ａ 施設の管理運営を行う場合の方針 

   ｂ 施設の管理運営を行うことへの意欲 

   ｃ 職員の配置及び採用について 

   ｄ 職員の研修計画 

   ｅ 運営について 

    (a) 年間の管理運営計画 

    (b) 利用者等の要望の把握と改善対応について 

    (c) 自主事業及び経費節減の手法 

   ｆ 個人情報の保護について 

   ｇ 緊急時対策について（防災，防犯その他） 

   ｈ 管理運営を希望する理由 

   ｉ 施設に対する現在の考え方及び将来展望 

 

 (3) 指定管理者選定委員会の設置 

   指定管理者の選定に当たっては，市内部において候補者を検討し，

指定管理者選定委員会において選定する。 

   選定委員会は，行政職員，利用者代表等市民をもって組織し，必要

に応じて外部有識者の参画を得るものとする。 

  (ｱ) 選定基準 

    選定基準については，①施設の運営が住民の平等利用を確保し

ているか ②内容が施設の効用を最大限に発揮するとともに，経

費の縮減が図られているか ③管理を安定して行う物的能力及び

人的能力を有するものか ④地域経済・地域活性化への貢献 の

４点を基本とし，当該公の施設の設置目的や性格も考慮し，総合的

に判断する。 

    選定にあたっては，「三原市指定管理者選定基準例」を用いる。
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この基準例は指定管理者選定における標準書とする。 

    設置目的や利用形態が違う施設ごとに選定基準が必要な場合に

は，適宜選定基準を追加して設定することとする。 

 

 (4) 選定結果の公開 

   選定の結果について，指定管理者の候補者は，選定後速やかに公表

する。 

   選定結果における非選定候補者の評価点数については，当該団体

が特定されない形で公表する。 

 

 (5) 指定議案の提出 

   指定管理者の候補者を選定したときは，指定議案を議会に提出し，

議会の議決を得る必要がある。 

  〔指定議案の内容〕 

  (ｱ) 施設の名称及び所在地 

  (ｲ) 指定管理者となるべき団体の名称 

  (ｳ) 指定の期間 

 

 (6) 指定の通知及び告示 

   指定議案の議決を得た場合，速やかに指定管理者を指定し，その旨

を指定管理者に書面で通知するとともに，告示をする。 

 

 (7) 協定の締結 

   指定管理者制度では，管理権限は「指定」という行政処分により発

生するものであるから，「契約」は締結せず「協定」を締結する。な

お，指定期間全体に及ぶ事項については基本協定，委託料のように毎

年度取り決めるべき事項については年度協定として締結するものと

する。 

   協定書に盛り込むべき事項は別紙のとおりとする。 

 

10．不服申立て，苦情等への対応 

 (1) 施設使用許可処分に対する不服申立て 
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   指定管理者が行った公の施設の使用に関する処分についての不服

申立ては，市が受けることになる。 

 

 (2) 施設利用に際しての苦情等の対応 

   指定管理者は，市民からの苦情や利用者の意見に適宜対応し，サー

ビス内容の充実や質の向上に反映できるように，体制や仕組みの整備

を行う。 

   市は，指定管理者が行ったサービスの提供に関する苦情等の処理や

対応を指示し，又は自ら行う。 

 

11．損害賠償請求等への対応 

 (1) 市が設置した施設自体の瑕疵により損害が生じた場合 

   市に損害賠償義務が生じる。ただし，指定管理者が行った維持補修

等に原因がある場合には，指定管理者に損害賠償義務が生じる場合も

ありえる。 

 

 (2) 施設の管理に瑕疵があり，損害が生じた場合 

   指定管理者の管理に瑕疵があった場合，指定管理者，市の双方に損

害賠償義務が生じる。 

 

 (3) 損害賠償に関する市と指定管理者との関係 

   市と指定管理者の双方に損害賠償義務が生じる場合，どちらかが損

害賠償金を支払えば，市と指定管理者との事故に対する責任の割合に

応じて，相手方に対して，求償することになる。 

 

12．指定管理者制度導入後の対応 

  施設を所管する部署は，指定管理者制度導入後，次の項目に留意し，

指定管理者による適正な管理に努める。 

 (1) 指定管理者の施設の運営状況の把握及び必要な指示 

 (2) 施設利用者の意見の継続的な聴取及びその反映 

 (3) 制度導入後の検証を踏まえた指定管理者の要件，指定期間等の検

討 
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 (4) 定期的（年１回程度）なモニタリング調査の実施  

 (5) 事業報告書の提出及び公表  

 (6) 指定管理者が交代した場合における引継ぎの適正実施 

 

13．施設の修繕等について 

  指定管理者制度を導入する施設の建物及び備品等の修繕に関する費

用については，募集要項，協定書等に記載の責任分担の区分により，指

定管理者又は市が負担する。 

  指定管理者は,更新を要する設備等や修繕状況等を把握し，適切かつ

安全に管理運営を行う。 

  又，指定管理者は修繕実績を市へ報告し，情報の共有に努める。 

 

14．災害発生時の対応 

  協定締結の際，本市地域防災計画上に当該施設が位置づけられてい

る場合には，災害時の使用内容（避難所等）などについて協定に明記し，

指定管理者に対し災害時の体制整備を求める。 

  現段階で，本市地域防災計画上の位置づけがない施設であっても，災

害等の状況によっては，随時，各施設に協力を求める可能性があるため，

各指定管理者はそれに協力するよう努める義務を負うことを規定する。 
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（平成 30 年５月改訂版について） 

 導入方針の一層の充実を図るため，主に以下の点について所要の改訂を

行うこととした。 

 ・指定管理者制度導入の基本的な考え方 

 ・ＰＰＰ，ＰＦＩ事業で整備した施設等に係る指定期間の延長 

 ・収入が経費を上回る施設を管理する指定管理者に対して，施設納付金 

 ・納付を求める観点の追加 

 ・選定基準における選定項目の追加 

 ・選定結果の公表方法の追加 

 ・モニタリング調査に関する事項の追加 

 ・施設の修繕に係る責任分担の追加 

 ・災害発生時の対応の追加 

 ・その他，所要の文言整理 
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